文書処理規程
第１章　総則

（目的）

第１条　この規程は、公益社団法人全国調理職業訓練協会（以下「協会」という。）における文書の処理について、基本的な事項を定めることを目的とする。
（定義）

第２条　この規程において「文書」とは、協会の運営に関する書類であって、協会に到達したもののうち、決裁又はこれに準ずる処理（以下「決裁等」という。）を必要とするもの、協会の内部でその所管事項につき決裁等を必要とするもの及び決裁に係るもので協会内部に送付し、又は外部に発送するものをいう。
２　この規程において「文書管理」とは、文書の受付、配布、起案、発送、整理、保管及び保存を組織的に計画し、実行し、統制することをいう。
３　この規程において「規程」とは、協会の運営に関する基本的な準則を定めるものをいう。
４　この規程において「要領」とは、協会の業務を実施するために必要な具体的準則を定めるものをいう。
５　この規程において「細則」とは、規定及び要領の委任に基づいて個別的事項を具体的に定めるもの又は委任に基づかないが重要な具体的事項を定めるものであって、これに準ずるものをいう。
６　この規程において「通達」とは、規定及び要領を施行するため、その運用の方針、解釈等を示したもの又は協会の運営に関する細目的事項、疑義解釈等を示したものをいう。
（適用範囲）
第３条　協会における文書は、別に定めるものを除き、この規程によって処理しなければならない。
第２章　文書処理の原則

（文書による処理）
第４条　協会における事務の処理は、原則として、すべて文書をもって行わなければならない。

２　電話等で照会、回答、報告、打合せ等をしたときは、軽微なものを除き、その旨を摘記して文書に準じて処理しなければならない。
（用語）
第５条　文書の作成に当たっては、正しい内容をやさしい言葉と行き届いた表現で表わすように努めなければならない。

（書式、文体等）

第６条　文書の書式は、漢字かなまじり、左横書きとし、句読点をつける。ただし、特別の事情があるときは、この限りではない。
２　文体は口語体とし、文字は、内閣告示に基づく常用漢字、送り仮名の付け方及び現代かなづかいによるものとし、数字は、原則として算用数字を用いる。
（文書処理の方針）

第７条　文書は、正しく、早く、責任をもって処理しなければならない。

第８条　文書の処理を命じる者は、その処理期限を明示するとともに、処理を促進させなければならない。

２　文書を処理する者は、その処理の終わった日付を当該文書に明示しなければならない。
第３章　文書管理主管課及び文書管理責任者

（文書管理の主管）
第９条　協会の文書管理をする課（以下「文書管理主管課」という。）は、総務課とする。

２　文書管理の責任を負い、この規程の実施について責任を追う者（以下「文書管理責任者」という。）は、総務課長とする。
３　文書管理責任者は、それぞれ文書処理に関し、随時、その状況を監査し、改善に関し必要な指導を行わなければならない。

第４章　文書の受付及び発送

（文書の受付）
第１０条　到着文書は、すべて文書管理主管課が台帳に登録して受け付ける。
（開封、配布等）
第１１条　文書管理主管課で受け付けた文書は、「秘」又は「親展」の表示がある文書を除き、文書管理主管課において開封したうえ、関係者に配布する。ただし、総務課長が軽易な文書と認めたものについては、前条の手続きを省略することができる。
２　「秘」又は「親展」の表示がある文書を開封した者は、開封した文書が協会の通常の事務に関する文書であると認めたときは、ただちに、文書管理責任者に返送しなければならない。
第１２条　前条第１項の規定により受け付けた文書のうち重要なものは、総務課長が閲覧し、特に重要なものは、事務局長の指示を受ける。
（文書の発送）
第１３条　文書の発送は、すべて文書管理主管課が台帳に登録した後行う。ただし、総務課長が軽易な文書と認めたものについては、前条の手続きを省略することができる。
第１４条　発送文書には、原則として、公印及び契印を押さなければならない。
（発送文書）

第１５条　発送文書は、その種類、内容の軽重に従い、協会名、会長名、専務理事名、常務理事名、事務局長名、課長名で発送する。
第５章　起案、決裁等
（起案）
第１６条　文書の起案は、その文書に係る事務を主管する課が行う。この場合において、重要な事項については、あらかじめ、上司の指示を受けなければならない。
（文書の区分）

第１７条　起案された文書のうち決裁等を要するものは、次に掲げる区分による表示をしなければならない。
　（１）　会長までの決裁等を要するもの・・・・・・・・・甲
　（２）　副会長・専務理事までの決裁等を要するもの・・・乙
　（３）　常務理事までの決裁等を要するもの・・・・・・・丙
　（４）　事務局長までの決裁等を要するもの・・・・・・・丁
　（５）　課長までの決裁等を要するもの・・・・・・・・・戊
（決裁事項による決裁区分）

第１８条　決裁事項による決裁区分は、別表第１に定めるところによる。

（会長の決裁文書の進達）

第１９条　会長の決裁等を受ける文書は、原則として、事務局長が進達する。

（代決）

第２０条　決裁権者が不在の場合で、急を要する文書については、次の各号に掲げる者が代決の表示をして決裁することができる。

　（１）　決裁権者が会長の場合は、副会長
　（２）　決裁権者が専務理事の場合は、総務担当常務理事

　（３）　決裁権者が常務理事の場合は、事務局長
　（４）　決裁権者が事務局長の場合は、総務課長

２　前項の規定により決裁をすることができる者が決裁したときは、事後においてすみやかに、当該決裁権者に報告しなければならない。
(合議)

第２１条　起案された文書のうち、決裁等を要するもので他の課の担当事務に関係があるものは、その課に合議しなければならない。

（供覧）

第２２条　各課で配布を受け、又は作成した資料、報告等の文書で、業務上参考となるため、課長以上の関係者に見せる必要のあるものは、供覧しなければならない。

（報告）
第２３条　職員は、会議、調査等が終わったときは、ただちに上司に口頭で報告し、なお必要がある場合は報告書を提出しなければならない。
（規程、要領及び達の処理）

第２４条　協会において定める規程、要領及び細則には、すべて年月日及び番号を付け、総務課において、規程原簿、要領原簿及び細則原簿に所要事項をそれぞれ記載しなければならない。
第６章　文書の保管及び保存
（整理）
第２５条　処理を終わった文書のうち、保管を必要とするものは、別に定めるところに従って分類し、必要に応じてただちに取り出せるように整理保管しなければならない。

(保管)

第２６条　起案された文書で決裁、供覧又は報告を終わり、その事案について完結したものは、各課において保管する。

（保管期間）

第２７条　保管期間は、原則として、文書の処理が終わった日の属する月の末日から１年間とする。

（保存の通則）

第２８条　保管期間を経過した文書のうち、永久又は一定期間にわたり権利の得喪を明らかにし、又は事後の参考とするため必要があるもの（以下「保存文書」という。）は、文書管理主管課において、法令又は特別の定めのあるもののほか、原則として、次の３種に分けて保存しなければならない。
　（１）　第１種　　　永年

　（２）　第２種　　　５年

　（３）　第３種　　　２年

第２９条　前条に定める保管期間は、文書管理主管課が保存文書として引き継ぎを受けた翌月から起算する。

（保存分類の基準）

第３０条　文書を保存するに当たっては、文書保存種別判定基準（別表第２）によって行わなければならない。

（保存文書の引継）

第３１条　文書取扱課は、保存を必要とする文書を文書管理主管課に引き継がなければならない。

（廃棄）
第３２条　保存中の文書で保存期間を経過したものは、文書管理責任者が廃棄する。

２　前項の場合については、廃棄状況を常に記録しておかなければならない。
第７章　秘密文書
（秘密文書の取扱い）
第３３条　協会における業務上の文書のうち、その内容により、他に漏らしてはならないもの（以下「秘密文書」という。）は、この規程の定めるところにより取扱わなければならない。
（秘密文書の区分）
第３４条　前条に定める秘密文書は、次の２種とする。

　（１）　秘文書　　　　協会の機密、理事会の議事、協会の経理等に関する文書で、一時又は長期にわたり、特定の関係者以外に漏らしてはならないもの
　（２）　人事機密文書　人事管理上の理由により、関係者以外に知らせてはならないもの
（秘密区分の指定等）
第３５条　秘密文書の区分については、当該事項を所掌する事務局長が指定し、又は変更し、若しくは廃止する。
（秘密文書の表示）
第３６条　秘密文書には、それぞれの区分を原議書に表示しなければならない。
（秘密文書の発送）
第３７条　秘密文書を発送する場合は、親展扱いとする。
（改廃）
第３８条　この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。
附則
　　この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。
別表第１

	　決裁を要する事項
	　決裁区分

	　１　定款の変更に関すること。
　２　総会及び理事会の招集に関すること。

　３　三役会及び常務理事会の招集に関すること。

　４　総会若しくは理事会に対する提出議案又は総会若しくは理事会の議事録に関すること。

　５　三役会及び常務理事会に対する提出議案又は常務理事会の議事録に関すること。
　６　３及び４以外の重要な会議又は行事の開催に関すること。
　７　規程の制定又は改廃に関すること。
　８　会員又は会費に関すること。
　９　細則又は公告に関すること。
１０　法務に関すること。
１１　建議、要望又は陳情に関すること。
１２　事業計画及び収支予算の作成又は変更に関すること。
１３　決算、長期借入金の借入れ又は借換え、財産の処分、財務諸表の作成、契約の締結その他協会の財務及び会計に関すること。
１４　短期借入金の借入れ又は余裕金の運用に関すること。
１５　業務の委託又は受託に関すること。

１６　役員の人事又は給与に関すること。

１７　職員の人事又は給与に関すること。

１８　役員の出張に関すること。

１９　職員の出張に関すること。
２０　回答、報告等に関すること。
２１　催し物等に対する協会の後援、協賛、推薦等に関すること。
２２　規程、要領及び細則の解釈に関する新たな決定に関すること。
２３　表彰に関すること。
２４　職員に対する懲戒に関すること。
２５　１から２４までに掲げるもののほか、境界の業務の運営に関すること。
	甲
甲

甲

甲又は乙

乙
甲又は乙
甲又は乙
甲又は乙
乙又は丙
乙又は丙
甲、乙又は丙
甲又は乙
甲、乙又は丙
丙
乙又は丙
甲又は乙
甲又は乙
甲又は乙
乙又は丙
乙、丙又は丁
甲、乙又は丙
乙、丙又は丁

甲又は乙
甲又は乙
甲、乙、丙又は丁


備考
　　この表中、決裁区分の表示が甲のみであるもの、乙のみであるもの、丙のみであるものを除き、決裁区分の表示の決定は、事務局長が決裁を要する事項の内容の軽重とを勘案してするものとする。
別表第２

文書保存種別判定基準

第１種

　１　登記に関する文書
　２　規程、要領及び細則の制定又は改廃に関する文書
　３　総会、理事会若しくは三役会・常務理事会に対する提出議案又は、総会、理事会若しくは三役会・常務理事会の議事録
　４　内閣府の認可書又は内閣府に対する認可の申請に関する文書
　５　内閣府に対する届書又は報告に関する文書
　６　業務に関する争訟文書　
　７　役員の選任又は解任に関する文書
　８　職員の人事に関する文書で特に重要なもの
　９　表彰に関する文書で重要なもの
１０　毎事業年度の事業計画及び収支予算に関する文書
１１　毎事業年度の財務諸表その他決算に関する文書
１２　業務又は経理の状況の監査結果に関する文書
１３　帳簿等で特に重要なもの
１４　１から１３までに掲げるもののほか、総務課長が永年保存を必要と認めるもの
第２種
　１　職員の人事に関する文書で重要なもの
　２　職員の給与に関する文書で重要なもの
　３　表彰に関する文書で軽易なもの
　４　広報に関する文書で重要なもの
　５　文書の管理に関する文書
　６　借入金の借入れ又は償還計画に関する文書

　７　契約に関する文書
　８　出納、債権の管理、物品の管理その他財務及び会計に関する文書
　

９　業務に関する調査又は報告に関する文書で重要なもの
１０　陳情又は要望で重要なもの

１１　帳簿等で重要なもの
１２　１から１１までに掲げるもののほか、総務課長が５年の保存を必要と認めるもの

第３種

　１　職員の人事に関する文書で軽易なもの

　２　職員の給与に関する文書で軽易なもの

　３　職員の服務に関する願書又は届書
　４　広報に関する文書で軽易なもの
　５　業務に関する調査又は報告に関する文書で軽易なもの
　６　陳情又は要望で軽易なもの
　７　帳簿等で重要なもの
　８　１から７までに掲げるもののほか、総務課長が２年の保存を必要と認めるもの
